
足
許
で
は
大
き
く

減
速
し
て
い
る
可
能
性

　

中
国
政
府
の
発
表
に
よ
る
と
、
成
長

率
は
か
つ
て
に
比
べ
れ
ば
鈍
化
し
た
と

は
い
え
、
前
年
比
７
％
の
成
長
を
続
け

て
い
る
と
い
う
。
確
か
に
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ

の
前
年
比
変
動
率
は
、
図
１
に
あ
る
よ

う
に
日
本
や
ア
メ
リ
カ
を
大
幅
に
上
回

っ
て
い
る
。
中
国
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
内
訳
項

目
を
公
表
し
て
い
な
い
た
め
正

確
な
こ
と
は
分
か
ら
な
い
が
、

Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
５
割
を
占
め
る
設

備
投
資
は
高
い
伸
び
を
続
け
て

い
る
。
別
途
公
表
さ
れ
て
い
る

固
定
資
産
投
資
（
公
的
部
門
と

民
間
部
門
の
合
計
。
名
目
値
）

に
よ
る
と
２
０
１
４
年
は
前
年

比
＋
15
・
７
％
、
15
年
１
月
〜

８
月
も
＋
10
・
９
％
と
２
桁
台

の
増
加
が
続
い
て
い
る
。
Ｇ
Ｄ

Ｐ
の
３
割
強
を
占
め
る
個
人
消

費
の
動
向
を
あ
ら
わ
す
社
会
消

費
品
小
売
総
額
（
名
目
値
）
も

２
０
１
４
年
は
前
年
比
＋
12
・

０
％
、
15
年
７
月
も
同
＋
10
・

５
％
で
あ
る
。
消
費
者
物
価
の

上
昇
率
は
１
〜
２
％
で
あ
る
か

ら
実
質
ベ
ー
ス
で
も
か
な
り
高

い
計
算
に
な
る
。

　

し
か
し
、
統
計
デ
ー
タ
の
中

に
は
、
７
％
成
長
の
国
で
は
起

こ
り
得
な
い
と
思
わ
れ
る
よ
う

な
数
字
も
あ
る
。
そ
の
典
型
が

図
２
の
２
つ
の
デ
ー
タ
で
あ
る
。

一
つ
は
、鉄
道
貨
物
輸
送
量
で
、

２
０
１
４
年
（
月
平
均
）
は
前

年
を
▲
５
・
６
％
下
回
っ
た
。
15
年
４

〜
６
月
は
14
年
平
均
を
▲
15
・
２
％
も

下
回
っ
て
い
る
。
製
造
業
の
購
買
担
当

者
に
受
注
や
生
産
動
向
等
を
ア
ン
ケ
ー

ト
調
査
し
た
指
標
（
民
間
Ｐ
Ｍ
Ｉ
）
も

今
年
に
入
り
大
き
く
落
ち
込
ん
で
い
る
。

Ｐ
Ｍ
Ｉ
は
世
界
各
国
で
公
表
さ
れ
、
50

を
上
回
る
と
経
済
が
拡
大
、
50
を
下
回

る
と
縮
小
し
て
い
る
こ
と
を
あ
ら
わ
す
。

中
国
は
２
０
１
３
年
50
・
３
、
14
年
49
・

７
、
15
年
４
〜
８
月
48
・
２
で
あ
る
か

ら
、
こ
の
１
年
半
は
経
済
が
縮
小
し
て

き
た
こ
と
に
な
る
。し
か
も
８
月
は
47
・

１
と
大
幅
に
落
ち
込
み
、
８
月
24
日
の

世
界
同
時
株
安
の
引
き
金
に
な
っ
た
。

最
も
深
刻
な
問
題
は

過
剰
な
設
備
投
資

　

中
国
経
済
に
は
多
く
の
問
題
が
あ
る

が
、
な
か
で
も
深
刻
な
問
題
は
過
剰
投

資
で
あ
る
。
中
国
は
何
十
年
も
前
か
ら

過
剰
投
資
の
状
態
に
あ
っ
た
が
、
２
０

０
８
年
の
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
を
機
に

行
わ
れ
た
超
大
型
景
気
刺
激
策
に
よ
り

非
常
に
深
刻
な
状
態
に
陥
っ
た
。

　

多
く
の
先
進
国
経
済
に
お
い
て
は
、

企
業
は
自
ら
の
判
断
に
基
づ
い
て
投
資

を
行
っ
て
き
た
。
将
来
、
売
上
げ
が
増

加
す
る
可
能
性
が
あ
れ
ば
投
資
に
よ
っ

て
生
産
能
力
を
高
め
、
先
行
き
売
上
げ

が
落
ち
込
み
そ
う
で
あ
れ
ば
投
資
を
抑

え
て
き
た
。
と
こ
ろ
が
、
中
国
の
場
合

　中国経済は、かつては年率2桁台の成長を続けていたが、最近では7％前後まで減速している。しかもその
数字がどこまで信用できるのか不安視する声もある。本稿では、最近の中国経済の減速の実情を実際のデータ
によって確認しつつ減速の原因について整理した。
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に
は
社
会
主
義
市
場
経
済
と
い
う
独
特

の
経
済
の
下
で
、
景
気
が
悪
化
す
る
た

び
に
中
央
政
府
の
判
断
で
多
額
の
投
資

が
行
わ
れ
て
き
た
。
こ
の
こ
と
は
図
３

か
ら
も
明
ら
か
で
あ
る
。
一
般
に
投
資

は
消
費
や
輸
出
の
た
め
に
行
わ
れ
る
た

め
、
消
費
と
輸
出
の
合
計
額
を
投
資
で

割
っ
た
倍
率
は
４
倍
前
後
で
均
せ
ば
横

ば
い
で
あ
る＊
。
投
資
が
消
費
や
輸
出
に

比
べ
て
過
大
に
な
る
と
過
剰
供
給
に
な

り
、
製
品
価
格
が
低
下
し
、
企
業
収
益

が
悪
化
す
る
の
で
投
資
が
抑
制
さ
れ

る
。
投
資
が
抑
制
さ
れ
る
と
、
や
が
て

過
小
供
給
の
状
態
に
な
り
、
価
格
が
上

昇
し
、
企
業
収
益
が
好
転
、
投
資
が

増
加
す
る
（
あ
と
は
そ
の
繰
り
返
し
）

…
…
と
い
う
相
互
に
原
因
、
結
果
に
な

っ
て
抑
制
し
合
う
関
係
が
あ
る
。
こ
の

た
め
製
品
や
サ
ー
ビ
ス
に
よ
っ
て
違
い

は
あ
る
が
、
一
国
経
済
全
体
と
し
て
み

る
と
先
進
国
で
は
約
４
年
で
設
備
が
更

新
さ
れ
る
関
係
に
あ
る
。

　

と
こ
ろ
が
、
２
０
０
５
年
以
降
の
中

国
経
済
に
お
い
て
は
、
最
も
そ
の
倍
率

が
高
い
と
き
で
も
１
・
８
倍
（
２
０
０

５
年
）
で
あ
っ
た
。
し
か
も
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
時
に
は
４
兆
元（
約
50
兆
円
）

の
景
気
刺
激
策
に
よ
り
分
母
の
投
資
が

大
幅
に
増
加
し
た
結
果
、
１
・
３
〜
１
・

４
倍
に
低
下
し
た
。
公
共
投
資
の
増
加

に
よ
っ
て
景
気
の
悪
化
を
食
い
止
め
な

い
と
３
千
万
人
に
及
ぶ
失
業
者
が
発
生

し
社
会
が
大
混
乱
す
る
こ
と
を
恐
れ
て

の
対
応
と
言
わ
れ
て
い
る
。

　

ち
な
み
に
、
図
４
は
、
中
国
の
投
資

が
ど
の
く
ら
い
過
剰
で
あ
る
か
を
試
算

し
た
も
の
で
あ
る
。
消
費
と
輸
出
の
合

計
額
を
投
資
で
割
っ
た
倍
率
が
日
本
や

ア
メ
リ
カ
と
同
じ
と
仮
定
す
る
と
、
名

目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
約
30
％
に
相
当
す
る
過
剰

な
投
資
が
毎
年
行
わ
れ
て
き
た
計
算
に

な
る
。

　

中
国
の
場
合
に
は
投
資

の
中
心
は
公
的
部
門
で
、

鉄
道
や
道
路
等
の
イ
ン
フ

ラ
投
資
も
か
な
り
あ
る
た

め
、
先
進
国
の
倍
率
が
そ

の
ま
ま
当
て
は
ま
ら
な
い

と
し
て
も
、「
世
界
の
工

場
」
と
言
わ
れ
る
鉄
鋼
、

非
鉄
、
セ
メ
ン
ト
、
電
力

等
の
工
場
設
備
に
お
い
て

も
か
な
り
の
過
大
投
資
が

行
わ
れ
て
き
た
の
は
間
違

い
な
い
。
リ
ー
マ
ン
シ
ョ

ッ
ク
後
に
行
わ
れ
た
投
資

の
多
く
は
地
方
政
府
が
多

額
の
資
金
を
銀
行
以
外
の

部
門
か
ら
調
達
す
る
こ
と

に
よ
っ
て
実
現
し
た
た
め

（
い
わ
ゆ
る
シ
ャ
ド
ー
バ
ン

キ
ン
グ
等
）、
過
剰
投
資

と
過
剰
債
務
は
不
可
分
の

関
係
に
あ
り
、
過
剰
雇
用

の
問
題
も
内
包
し
て
い
る
。

　

過
剰
な
設
備
は
物
価
下

落
の
原
因
に
も
な
っ
て
き

た
。
生
産
者
物
価
は
２
０

１
２
年
以
降
前
年
比
マ
イ

ナ
ス
の
状
態
が
続
い
て
お
り
、
マ
イ
ナ

ス
幅
は
拡
大
し
つ
つ
あ
る
（
12
年
▲

１
・
７
％
、
13
年
▲
１
・
９
％
、
14
年

▲
１
・
９
％
、
15
年
６
月
▲
４
・
８
％
）。

製
品
価
格
の
低
下
は
収
益
を
圧
迫
し
、

企
業
体
力
を
低
下
さ
せ
る
。
経
済
が
高

い
成
長
率
を
維
持
し
て
い
る
と
き
に
は

売
上
高
が
増
え
る
の
で
資
金
が
シ
ョ
ー

ト
す
る
こ
と
は
少
な
い
が
、
成
長
が
ス

ロ
ー
ダ
ウ
ン
す
れ
ば
資
金
不
足
が
表
面

化
す
る
。
こ
れ
が
将
来
の
大
き
な
不
安

材
料
と
も
な
っ
て
い
る
。

大
幅
な
賃
金
の
上
昇
と

企
業
収
益
力
の
低
下

　

中
国
経
済
の
第
２
の
問
題
は
、
成
長

率
が
鈍
化
し
、
製
品
価
格
が
低
下
し
て

い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
高
い
賃
金
上
昇

率
が
続
き
、
そ
の
面
か
ら
も
企
業
収
益

が
圧
迫
さ
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
い

く
つ
か
の
仮
定
を
置
い
て
試
算
し
て
み

る
と
、
図
５
に
あ
る
よ
う
に
中
国
企
業

の
収
益
力
は
こ
の
と
こ
ろ
低
下
の
方
向

に
あ
る
。
２
０
０
０
年
代
前
半
の
企
業

収
益
は
均
し
て
み
れ
ば
前
年
比
＋
16
・

０
％
で
あ
っ
た
が
、
12
年
＋
８
・５
％
、

13
年
＋
８
・
８
％
、
14
年
＋
５
・
７
％

と
縮
小
し
、
15
年
は
＋
０
・
４
％
（
見

込
み
）
と
ほ
と
ん
ど
横
ば
い
で
あ
る
。

　

図
６
は
そ
の
よ
う
な
計
算
を
行
う
際

に
用
い
た
５
つ
の
指
標
を
図
示
し
た
も

の
で
、
２
０
１
５
年
の
賃
金
上
昇
率
は
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９
％
前
後
と
見
込
ま
れ
る
。
こ
れ
に
対

し
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
増
加
率
は
せ
い
ぜ
い

７
％
で
あ
る
。
大
雑
把
に
言
え
ば
、
家

計
は
生
産
量
の
増
加
率
を
上
回
っ
た
所

得
を
得
て
い
た
た
め
、
企
業
収
益
が
そ

の
煽
り
を
受
け
て
圧
迫
さ
れ
、
企
業
収

益
を
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
で
割
っ
た
企
業
収
益

分
配
率
の
前
年
比
は
こ
の
４
年
間
ず
っ

と
マ
イ
ナ
ス

で
あ
る
（
12

年
▲
２
・
７

％
、
13
年
▲

１
・
５
％
、

14
年
▲
３
・

０
％
、
15
年

▲
５
・
９

％
）。

　

先
進
国
の

場
合
に
は
、

企
業
は
厳
格

な
会
計
ル
ー

ル
に
基
づ
い
て
決
算
を
行
い
、
上
場
企

業
の
場
合
に
は
そ
の
内
容
が
公
表
さ
れ

て
い
る
。
こ
の
た
め
経
営
上
の
ネ
ッ
ク

が
何
で
あ
る
か
が
外
部
か
ら
も
大
体
分

か
る
。
と
こ
ろ
が
、
中
国
の
場
合
に
は

企
業
情
報
が
分
か
り
や
す
い
形
で
公
表

さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
高
い
賃
金
上
昇

率
が
企
業
の
収
益
圧
迫
要
因
に
な
っ
て

い
る
こ
と
が
国
民
に
知
ら
さ
れ
て
い
な

い
可
能
性
が
あ
る
。

　

ち
な
み
に
、
２
０
１
５
年
１
〜
７
月

の
工
業
部
門
の
企
業
収
益
は
前
年
比
▲

１
・
０
％
と
、
前
年
ま
で
の
増
益
（
＋

１
・
６
％
）
か
ら
一
転
し
て
減
益
に
な

っ
て
い
る
。
そ
の
内
訳
を
み
る
と
、
民

間
企
業
は
増
益
を
維
持
し
た
が
（
14
年

＋
４
・
９
％
↓
15
年
１
〜
７
月
＋
６
・

５
％
）、
石
油
・
ガ
ス
、
非
鉄
・
レ
ア

メ
タ
ル
等
の
鉱
業
を
中
心
と
す
る
国
有

企
業
は
減
益
幅
を
大
幅
に
拡
大
し
た

（
同
▲
５
・
７
％
↓
▲
22
・
１
％
）。
外

資
と
の
合
弁
企
業
も
減
益
に
な
っ
た

（
同
＋
１
・
６
％
↓
▲
１
・
４
％
）。
し

か
し
、
政
府
の
発
表
文
に
は
業
種
別
の

売
上
げ
や
利
益
の
水
準
、
そ
れ
ら
の
前

年
比
変
化
率
程
度
の
情
報
し
か
な
く
、

な
ぜ
減
益
に
な
っ
た
の
か
と
い
う
肝
心

な
部
分
の
説
明
は
な
い
。
ま
た
、
利
益

は
最
終
利
益
だ
け
で
、
営
業
利
益
や
経

常
利
益
と
い
っ
た
区
分
が
な
い
。
こ
の

た
め
、
本
業
で
は
ど
う
か
、
金
融
取
引

や
そ
の
他
の
取
引
で
ど
の
よ
う
な
損
益

に
な
っ
て
い
る
か
と
い
っ
た
点
も
分
か

ら
な
い
。

　

と
は
い
え
、「
賃
金
上
昇
に
よ

っ
て
家
計
が
潤
っ
て
い
る
一
方
、

企
業
部
門
は
苦
戦
を
強
い
ら
れ
て

い
る
」
状
況
は
否
定
で
き
な
い
現

実
で
、
こ
の
こ
と
は
自
動
車
の
出

荷
台
数
に
も
あ
ら
わ
れ
て
い
る
。

図
７
に
あ
る
よ
う
に
、
中
国
の
自

動
車
出
荷
台
数
の
約
85
％
は
乗
用

車
で
、商
用
車
は
15
％
で
あ
る（
商

用
車
の
出
荷
台
数
は
日
本
全
国
の

自
動
車
出
荷
台
数
と
ほ
ぼ
同
じ
規

模
で
あ
る
）。

　

同
図
を
見
る
と
商
用
車
は
２
０

１
３
年
６
月
を
ピ
ー
ク
に
減
少
傾

向
に
あ
る
。
商
用
車
は
ト
ラ
ッ
ク
、
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実質GDP ④
企業収益分配率 ⑤≒1－①－②＋③＋④

図 ５　企業収益の変化率とその水準 図 ６　企業収益を計算するに当って用いた指標（前年比）

（注） 名目ＧＤＰと賃金、物価、企業収益等の間には、物価（Ｐ）×実質ＧＤＰ（Ｙ）≒賃金（ｗ）×労働者数（ℓ）＋企業収益（Π）という関係がある。
これはマクロ経済の恒等式とも言うべき関係で、両辺をＰＹで割ると、1≒wℓ／ＰＹ＋Π／ＰＹとなる。変化率を⊿であらわすと、企業収益
分配率の変化率は、⊿（Π／ＰＹ）≒1－⊿ｗ－⊿ℓ＋⊿Ｐ＋⊿Ｙとして算出できる。企業収益（Π）は、Π＝企業収益分配率（Π／ＰＹ）×ＰＹ
だから、⊿Π≒⊿企業収益分配率＋⊿Ｐ＋⊿Ｙとして算出できる。なお、労働者数の時系列データがないため、都市部に流入した人口の
伸び率を使用した。また、2014年と15年はデータが公表されていないので過去5年間の平均伸び率で延長した。賃金は2014年までは
企業労働者平均賃金を用いたが、15年はまだデータがないので一人当り可処分所得の増加率（＋9.0％）を用いた。

データ出所：中国国家統計局
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バ
ス
な
ど
の
業
務
用
で
あ
る
か
ら
、
企

業
活
動
が
活
発
で
収
益
が
増
加
傾
向
に

あ
れ
ば
増
加
す
る
筋
合
い
に
あ
る
。
と

こ
ろ
が
、
商
用
車
は
14
年
が
前
年
比
▲

７
・
１
％
、
15
年
１
〜
７
月
が
▲
11
・

０
％
と
減
少
の
方
向
に
あ
る
。
こ
れ
は

企
業
の
収
益
力
が
先
に
述
べ
た
よ
う
に

低
下
し
て
い
る
こ
と
と
整
合
性
の
取
れ

る
落
ち
込
み
で
あ
る
。

　

一
方
、
乗
用
車
は
２
０
１
４
年
末
ま

で
増
加
を
続
け
た
。
マ
イ
カ
ー
ブ
ー
ム

に
支
え
ら
れ
た
こ
と
も
あ
る
が
、
そ
れ

を
可
能
に
し
た
の
が
高
い
賃
金
上
昇
率

で
あ
っ
た
と
考
え
る
と
納
得
が
い
く
。

た
だ
し
、
15
年
に
入
り
減
少
に
転
じ
、

15
年
７
月
は
ピ
ー
ク
月
で
あ
る
14
年
12

月
に
比
べ
て
13
・
７
％
低
い
水
準
に
あ

る
。
乗
用
車
は
金
額
が
嵩
む
買
い
物
の

た
め
、
さ
す
が
に
消
費
者
も
先
行
き
慎

重
に
な
っ
た
と
考
え
れ
ば
理
解
で
き
る

現
象
で
あ
る
。

金
融
緩
和
が
招
い
た
バ
ブ
ル
と

そ
の
崩
壊

　

こ
の
よ
う
に
中
国
経
済
は
実
質
Ｇ
Ｄ

Ｐ
が
示
し
て
い
る
ほ
ど
良
く
な
い
た
め

金
融
が
緩
和
さ
れ
続
け
て
き
た
。
貸
出

基
準
金
利
は
１
年
間
で
５
回
も
引
下
げ

ら
れ
た
。
市
場
に
供
給
す
る
通
貨
の
量

も
年
率
２
桁
の
ペ
ー
ス
で
増
え
続
け
て

き
た
。
図
８
を
見
る
と
、
通
貨
供
給
量

（
Ｍ
２
、
現
金
と
定
期
性
・
流
動
性
預

金
の
合
計
）
の
前
年
比
増
加
率
は
名
目

Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
前
年
比
増
加
率
を
こ
の
と
こ

ろ
上
回
っ
て
お
り
、
そ
の
差
（
余
剰
マ

ネ
ー
）
は
年
を
追
っ
て
拡
大
の
方
向
に

あ
る
（
12
年
＋
２
・
６
％
、
13
年
＋
３
・

３
％
、
14
年
３
・
５
％
、
15
年
＋
５
・

０
％
）。
通
貨
供
給
量
が
高
い
伸
び
を

続
け
て
き
た
こ
と
は
銀
行
部
門
の
貸
出

が
同
じ
よ
う
に
増
加
し
て
き
た
こ
と
を

意
味
し
、
そ
の
結
果
、
住
宅
価
格
が
上

昇
を
続
け
た
。
図

９
は
、
通
貨
供
給

量
の
増
加
率
か
ら

名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
増

加
率
を
引
い
た
余

剰
マ
ネ
ー
の
前
年

比
増
加
率
を
１
年

前
に
移
動
し
、
住

宅
価
格
の
変
化
率

と
並
べ
た
も
の
で

あ
る
。
実
体
経
済

を
超
え
て
金
融
が

緩
和
す
る
と
１
年

後
に
住
宅
価
格
が

上
昇
す
る
関
係
が

見
て
取
れ
る
（
タ

イ
ム
ラ
グ
が
あ
る

の
は
、
金
融
が
緩

和
す
る
と
住
宅
取

引
量
は
増
加
す
る

が
、
住
宅
価
格
が

上
昇
す
る
ま
で
に

は
時
間
が
か
か
る

た
め
で
あ
る
）。

中
国
の
場
合
に
は

住
宅
事
情
が
タ
イ

ト
で
あ
っ
た
こ
と

も
加
わ
り
住
宅
市
場
が
バ
ブ
ル
化
し
た
。

し
か
し
、
２
０
１
４
年
後
半
か
ら
は
崩

壊
の
動
き
が
拡
が
り
、
住
民
の
住
ま
な

い
大
型
マ
ン
シ
ョ
ン
（
鬼
城
〈
ゴ
ー
ス

ト
タ
ウ
ン
〉）
が
各
地
に
あ
ら
わ
れ
た
。

「
飛
ば
し
」
と
呼
ば
れ
る
不
適
切
な
経

理
処
理
も
行
わ
れ
て
い
る
と
い
う
。
最

近
で
は
株
式
市
場
に
も
資
金
が
流
れ
大

幅
な
株
価
の
上
昇
と
反
落
が
生
じ
、
中

国
発
の
シ
ョ
ッ
ク
（
チ
ャ
イ
ナ
シ
ョ
ッ

ク
）
が
世
界
中
に
拡
が
る
こ
と
が
懸
念

さ
れ
て
い
る
。

金
融
緩
和
と
財
政
支
出
は

問
題
の
先
延
ば
し

　

中
国
経
済
の
減
速
の
背
景
に
は
、
過

剰
投
資
、企
業
収
益
力
の
低
下
、住
宅
・

株
価
バ
ブ
ル
の
崩
壊
な
ど
が
あ
る
。
景

気
減
速
か
ら
抜
け
出
す
た
め
に
金
融
を

一
段
と
緩
和
し
政
府
支
出
を
増
加
さ
せ

る
こ
と
は
、
一
時
的
に
は
効
果
が
あ
る

が
問
題
の
先
送
り
に
過
ぎ
な
い
。
こ
の

こ
と
は
同
国
の
歴
史
が
教
え
て
く
れ
て

い
る
。
し
か
し
、
お
そ
ら
く
同
じ
道
を

進
む
の
で
あ
ろ
う
。
中
国
経
済
に
つ
い

て
は
今
後
も
目
が
離
せ
な
い
。

（
㈱
京
都
総
合
経
済
研
究
所

東
京
経
済
調
査
部
長　

村
山
晴
彦
）

＊　

こ
の
点
に
つ
い
て
の
詳
し
い
説
明
は
拙
著『
デ
ー

タ
が
語
る
経
済
変
動
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
』（
２
０
１
１
年

３
月
、多
賀
出
版
）第
３
章「
生
産
量
変
動
の
メ
カ
ニ

ズ
ム
」を
参
照
願
い
た
い
。
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図 ８　通貨供給量と名目GDP（前年比） 図 ９　金融緩和の度合と住宅価格（前年比）等

データ出所：中国国家統計局 データ出所：中国国家統計局


